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A は大正 8 年 3 月 1 日の被告会社 Y（松屋）の創立総会で選任されて以来同社の取
締役であり、大正 14年 3月 20日からは常務取締役であった。Aは Bを介して同社の
代表者として原告 Xに金銭借入の申し込みを行ったところ、Xは昭和 7年 12月 30日
にこれを承諾し、金二万円を貸与した。この際、A は返済のため常務取締役名義を用
い会社代表者として金額 2 万円、満期日昭和 8 年 2 月 27 日、振出地・支払地各東京
市、支払場所株式会社第三十六銀行東京支店とした約束手形を B 宛として振り出し、
受取人である Bは即時当該手形を Xに対し白紙裏書により譲渡した。同手形はその後
昭和 8 年 2月 27日、同年 4月 26 日、同年 6 月 25日の三回にわたり手形債務の支払
期日の延期のため、満期日以外の要件はすべて同様として順次書換が行われた。最後
                                                  
5 東京地判昭和 9年 10月 23日法律新聞 3775号 7-10頁、法律評論 23巻民法 1250頁、
東京地判昭和 12年 11月 20日法律新報第 495号 19-23頁、東京控判昭和 13年 8月 3日
評論 27巻商法 402-407頁。 
 3
の手形書換により満期日は昭和 8年 8月 23日となっていたため、Xは同日に支払場所
である株式会社第三十六銀行東京支店へ赴き、当該手形を呈示し、支払を求めたが、
これを拒絶された。そこで Xはすぐに当該手形振出人である Y会社に赴き、支払を請
求した。しかし、昭和 6年 9月 28日の Y会社の株主総会において Cを代表取締役に
選任し同会社の代表取締役はこの一人と定められ、同年 10 月 7 日にその旨を登記し、
昭和 7年 1月 12日に公告がなされている以上、Aには会社を代表する権限はないとし
て、これも拒絶された。そこで、Xが本件手形金の支払を求めて本訴を提起した。     
本訴において Xは以下のように主張し、表見法理に基づく Y会社の責任を追及した。 






②Aは大正 8年 3月 1日 Y会社創立以来昭和 8年 7月 26日まで継続して Y会社の
取締役であり、大正 14年 3月 20日以降は常務取締役という要職にあり、本件手形も
常務取締役名義で振り出されていること、A および X 間における本件金融の交渉・現
金の授受ならびに本件手形の振出・切換等すべて Y 会社において行われたこと、A は
Y 会社の創立以来の功労者、そして大株主であり、しかも社長 C の義兄でもあり、会
社内部では重要な役回りを為し、また対外的には百貨店協会の会長として Y 会社を代
表しており、「松屋の Aか Aの松屋か」と称される程であったこと、等の事情により、
Xが Aに Y会社を代表する権限ありと信じる正当の理由があり、Y会社は民法 110条
により Aの本件手形振出行為につき Xに対し責任がある。  
これに対し、Y会社側は以下のように主張して Xの請求を争った。 
①Y 会社が A に代理権を付与した旨を表示した事実はなく、また A は大正 14 年 3








て振り出されたものである。Bは当時 Aの秘書であり、当時 Aに Y会社の代表権はな
く、本件手形の振出の権限もないことを十分に熟知している者である以上、A に代理

























































7 佐々・前掲論文（注 6）102頁。 
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第 1節 表見代表取締役制度における外観の核心 
 
本稿の第 1章第 1節で紹介した松屋事件の 1つである東京地判昭和 9年 10月 23日











和 12年 11月 20日法律新報第 495号 19-23頁においても、「常務取締役ナル名称ハ少
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第 5章 商業登記制度との関係 




















































が、実際には代表取締役の定めが登記事項と法定されている以上（会社法 911 条 3 項
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悼論文集 企業と法（上）』（有斐閣、1977）201頁。 






























                                                  
















































































































































James D.Cox,Thomas Lee Hazen,Cox & Hazen on Corporations,Vol1,2nd 
Edition,(2003). 
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